
１　財務

２　人事

３　その他

　独立行政法人国立オリンピック記念青少年総合センターの平成１４事業年度に係る業務の実績に関する評価〔全体評価〕

◎ 総    評

評　　　　　　価　　　　　　の　　　　　　結　　　　　　果
・主催事業等について
　主催事業を体系的に進めていることや教育情報衛星通信ネットワーク（エル・ネット）を活用して研修の拡充を図り情報の提供を行ったことは評価できます。また、
社会教育実習生やインターンシップの受入れを積極的に行うなど大学等と連携を図っていることや、センターが主体となって、青少年教育施設及び青少年団体等と相互
の連携協力や海外の関係機関と連携を促進したことは評価できますが、今後においては、事業の目的をより明確にするとともに事業の成果を積み重ねることを期待しま
す。
　調査研究成果については、その成果として「研究紀要」の発行や「青少年教育施設職員の手引」などの調査研究報告書を作成し、それをインターネット等によって公
表したことは評価できます。今後においては、より一層のＩＴを活用した情報発信や、客員研究員などを活用した実践的な調査研究に努め、引き続き研究体制づくりの
推進を期待します。
・受入れ事業について
　オリエンテーション用のＣＤ・ＤＶＤの製作・貸出・視聴コーナーの設置など利用者サービスに努め、新しい利用者の開拓に努力し、利用者数が前年度より大幅に増
えたことや、利用申込みの受付けを利用者の立場に立ち、平成１５年４月から電話やＦＡＸでも可能にするための準備を行ったことは評価できます。今後においても、
更なる利用者サービスの向上を期待します。
・助成業務について
　子どもゆめ基金助成金の応募が前年度を上回る団体があったことや団体の活動規模が市区町村規模及び法人格を有しない団体（草の根的な団体）から多数応募があっ
たこと、助成金の交付を受けて実施された活動の成果や効果についての調査も進めたことは評価できます。
　今後更に、助成業務に当たっては、子どもゆめ基金の社会的な認知度の向上に取り組むことを期待するとともに、透明性や公平性の確保や、その成果や効果の調査に
ついて引き続き努めていただきたい。

評  価  項  目
○ 事業活動

○ 業務運営

・施設整備について
　受動喫煙の防止や施設の維持保全のための必要な改修などを随時行い安全の確保、また身体障害者等が利用しやすい施設づくりに積極的に努力している姿勢は評価で
きます。今後においても、引き続き自然環境に配慮した施設・設備の整備や快適な研修ができる施設の整備に努めていただきたい。

　青少年の体験活動や規範意識の欠如などにより、凶悪犯罪が増加し社会問題となっている現在において、青少年の自主性・協調性、社会参加・社会貢献
に対する意識や課題探求能力、公共心、コミュニケーション能力、国際性の育成などが求められています。
　センターは、青少年教育のナショナルセンターとして、これらの課題に対し青少年教育指導者の養成・確保のため、国公立の施設指導系職員の研修の実
施、エル・ネットを利用した遠隔研修の展開、指導者のための国際交流の推進やＩＴを活用した青少年に関する各種情報の発信などを展開していることは
評価できます。
　また、理事長のリーダーシップのもと、青少年教育施設や青少年関係者等と連携協力し、様々な事業を展開していることや子どもの体験活動や読書活動
の振興を図る取組への助成を行うなど、次代を担う青少年の健全育成に取り組まれていることは評価できます。
　さらに、業務活動、業務改善や効率的・効果的な業務運営等について、自ら点検・評価を実施し、その結果についてセンターの外部有識者による評価を
行い、今後の課題や改善点を明らかにし、報告書としてまとめたことは評価できます。
　今後も青少年教育のナショナルセンターとして大いに期待するところです。

項目別評価及び上記の横断的な評価を総合し、法人の活動全体についての総評を記述する。

事業活動全体、業務運営（財務、人事等）など法人の業務全体にわたる横断的な観点から、項目別評価の結果を踏まえつつ、法人の業務実績について記述式により評価する。

評  価  項  目 評　　　　　　価　　　　　　の　　　　　　結　　　　　　果

・業務の効率化について
　ポスターなどの掲示等による節電、節水に対する利用者への協力依頼、配管等の漏水検査や契約方式・内容の見直しなどを行い、省エネに取組み、光熱水料を前年度
比13.9％の節約を図ったことは評価できます。今後においても、利用者サービスの低下を招くことがないように配慮しながら、電気や水道等の使用量にも注目した努力
も望まれます。
　また、外部委託については、引き続き委託の必要性、コストとの比較などを考慮した業務運営や効率的な業務運営に努めていただきたい。
　収入の確保について、自己収入の増収を図ったことは評価できます。今後においても、更なる自己収入を確保し、工夫をこらした外部資金の確保に努めていただきた
い。
・人事管理について
　道・県教育委員会や民間からの人事交流を行うなど指導系職員の充実・強化を図ったことや職員の意識改革のための職員研修などに努めていることは評価できま
す。今後においても、ナショナルセンターとして専門性を有するプロパー職員の養成・確保に取り組むことを期待します。

・事務組織の整備について
　各課の係等の再編や指導系職員の位置付けを明確にしたことなど組織の見直しを図り、事務の迅速化及び効率化を努めたことは評価できます。
・職員の資質の向上について
　国際化に対応した外国語の研修や利用者サービスのための対応能力向上などの研修に努め、職員の資質向上を図ったことは評価できます。今後も更なる職員の意識改
革の取組みに期待します。



独立行政法人国立オリンピック記念青少年総合センターの平成１４事業年度に係る業務の実績に関する評価〔項目別評価〕

○業務運営の効率化に関する事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ａ Ｂ Ｃ

　外部委託については、警備、清掃等の他、業務の効率性を考慮しつつ外部委託を行ってきた。平成１４年
度についても、新たに４件の外部委託契約を実施した。
　外部委託を行うに当たっては、その業務をセンター自らが実施した場合と委託した場合とのコスト比較及
び業務の専門性などを勘案して決定した。
　新たに業務委託を開始した業務は、次のとおりである。
　①　研修サービス課利用申込受付に係る入力業務については、
　　利用者の増加及び受付業務のより迅速化を図り利用者サービスの向上を図るため。
　②　青少年教育情報センター業務については、
　　日曜・祝日開館及び図書館業務に対応するため。
　③　カルチャー棟ホール舞台設備操作業務については、
　　利用者の利便性、利用時のみの業務で、常時の配置は不要であること及び専門的な技術を要するため。
　④　屋外清掃業務については、
　　これまで専門業者と随意の契約を行ってきたが、安価な社団法人シルバー人材センターにした。

　光熱水料の節減は次のとおりである。

　光熱水料の節減については、利用者サービスの低下を招くことがないように配慮しながら、
　①　ポスターなどの掲示等による節電､節水に対する利用者への協力依頼。
　②　夏期及び冬期における冷暖房の設定温度の調整。
　③　ガラス面断熱フィルム貼付。
　④　スポーツ棟体育室に省エネ型照明取付。
　⑤　閑散期における施設利用の状況に応じた水道の元栓の閉鎖及び流量調節のために節水コマやトイレ擬
　　音装置の取り付けによる節水効果。
　⑥　施設全体の配管等の漏水チェックを行うとともに、夏期における冷房期間中の減水についての水道料
　　減免措置。
　⑦　電気製品等については、省エネ機器等を優先した調達。
　などの対策を実施した。
　なお、電気については、使用料金の低廉化を目指し平成１４年４月から「特別高圧季節別時間帯別電力
Ａ」の契約方式を採用することにより割引契約を行った。

光熱水料の節減率
★目標：１％

（前年度光熱水料
－当該年度光熱水料）
　／前年度光熱水料
　注）利用者数の増減
　　　を勘案する

1.5%以上 1.0%以上
1.5%未満

1.0%未満

　　　　　　　　　　　　　　　　１３．９％

（前年度光熱水料－当該年度光熱水料）÷前年度光熱水料
　(388,583,860円　－334,706,148円)　　÷　388,583,860円 ＝　0.139

評　　　　　　　　　　定

留　　意　　事　　項

　
　

ＡＢＣ
評　定

・契約方式の見直しやポス
ターなどの掲示等による節
電、節水に対する利用者へ
の協力依頼、ガラス面断熱
フィルム貼付など省エネに
取組み、光熱水料を前年度
比13.9％の節約を図ったこ
とは評価できます。

・今後においても、利用者
サービスの低下を招くこと
がないよう配慮しながら、
電気や水道等の使用量にも
注目した努力も望まれま
す。

・外部委託については、
引き続き委託の必要性、コ
ストとの比較などを考慮し
た業務運営や効率的な業務
運営に努めてほしい。

中 期 計 画 の 各 項 目

Ⅰ　業務運営の効率化に関する目標を達成
　するためにとるべき措置

業務の効率化状況

評　価　項　目

１

評　価　基　準

Ａ
・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

指　　　　　標
評　価　に　係　る　実　績

①外部委託による業務の効
率化の推進状況

②光熱水料の節減状況

新たに事務用電算システム運用業務等の外
部委託を行うなど、外部委託の推進を図
り、業務を効率化する。また、光熱水料の
節減や調達方法の見直しを図る。

  光熱水料の節減状況                      （単位：円） 

区 分 平成１３年度 平成１４年度 節減額 

電  気 207,038,307 168,678,466  38,359,841

水  道 87,899,205 68,046,763 19,852,442

ガ  ス 93,646,348 97,980,919 △ 4,334,571

合 計 388,583,860 334,706,148 53,877,712
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　契約内容、方法及び調達方法について、次のとおり見直しに取り組み改善を図った｡
　①　電気料金の低廉化を目指し新たな割引契約を締結。
　②　業種の種類に応じて、類似業種は一本化して契約方式の見直しを図った。
　また、調達方法の見直しに当たっては、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」（平成
１２年法律第１００号）に基づき、センターにおいても「環境物品等の調達の推進を図るための方針」を定
め、環境への負荷の少ない物品等の調達に努めつつ、経費の節減を図るため、一括契約等効率的な調達の実
施や省エネ機器･設備の購入及び規格、品質等の再検討に取り組んだ。

1.5%以上 1.0%以上
1.5%未満

1.0%未満

　独立行政法人の情報公開に対応するため、文書公開システムを導入し、情報公開に関して迅速な処理がで
きるようにした。
　既存の事務情報システムに加え、新たに旅費計算事務電算システムを導入し、事務処理の効率化を行っ
た。
　また、事務能率の向上、事務の迅速化等を図る観点から、新規採用者及び他機関からの転入者等を対象と
したパソコン操作のスキルアップ並びにシステムの活用のための研修を実施した。
　事務のペーパーレス化については、事務の一層の効率化・合理化を図るため、「センターペーパーレス化
（電子化電子化）実施計画」（平成１３年４月１日理事長裁定）に基づき、構内ＬＡＮを活用してペーパー
レス化の一層の推進を図っている。
　特に、構内ＬＡＮを活用したペーパーレス化については、会議の開催通知とその出欠、職員間の業務連
絡、外部との情報の伝達、理事長、理事及び職員のスケジュール予定とその閲覧、センターの月間行事予定
表、各種職員名簿等の閲覧等を統合ＯＡシステムを活用して行っている。

　組織の活性化につながる業務の実施体制の充実強化のため次のことを行った。
　①　事務の迅速化、効率化を図るため、研修サービス課の係を再編し、窓口業務対応の専門職員に振替え
　　、利用者サービスに努めた。
　②　事業の企画・実施体制の充実を図ること及び事業課の指導系専門職員の位置付けを明確にするため、
　　研修指導専門職に振替えた。
　③　管理課子ども放送局係については、主催事業との連携を図るため、同係を事業課に移すとともに、管
　　理課管理・振興係を管理係と普及係とし、事務体制のより一層の充実を図った。

・事務事業の迅速化、効率
化を図るため、文書公開シ
ステムを導入し情報公開を
図ったことや、事務組織の
見直しを行ったことは評価
できます。

・今後においても、事務の
合理化を推進するため、事
務の情報化に努めてほし
い。

①事務の情報化の状況

管理運営の合理化状況 ・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

Ａ

④１％の業務の効率化
★目標：１％
　（運営費交付金予算額
÷0.99－運営費交付金決算
額）÷（運営費交付金予算額
÷0.99）
　注）新規・拡充分を除く
　注）目的積立金への積立
　　　分を除く

Ａ：中期計画を十分に履行し、中期目標に向かって着実に成果を上げている。
Ｂ：中期計画をほぼ履行し、中期目標に向かって概ね成果を上げている。
Ｃ：中期計画を十分には履行しておらず、中期目標達成のためには業務の改善が必要。

　　　　　　　　　　　　　　　　　１．５８％

（運営費交付金予算額÷0.99－運営費交付金決算額）÷（運営費交付金予算額÷0.99）
　（2,000,743千円÷0.99　　－　　1,988,985千円）　　÷　　　（2,000,743千円÷0.99）　　＝　0.0158

③物品の調達方法の改善状
況

　注）「国等による環境物
　　　品等の調達の推進等
　　　に関する法律」への
　　　対応に配慮する

※文部科学省独立行政法人
評
　価委員会総会が示す統一
的
　な考え方

２ 事務のマニュアル化、オンライン化等の情
報化を進め、管理運営の合理化を図り、定
期的に組織の見直しを行う。

②組織の見直しの状況
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○国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ａ Ｂ Ｃ

　平成１４年度の主催事業の計画に当たっては、センターとしての役割とともに調査研究等の他の事業との
連携や発展性も考慮し、中期目標・中期計画に示されている事業対象別に整理された各類型毎の目的を踏ま
え、前年度事業の目的・意義や継続の必要性を再検討し、主催事業の重点化と新規事業の企画を行った。
　その結果、青少年を対象とした事業を中心に、他の機関等で実施できる事業や類似する事業を整理・統合
し、また先導的事業として５事業を新たに企画、全体として１７事業に重点化した。
　また、文部科学省の教育情報衛星通信ネットワーク（エル・ネット）による遠隔研修を２事業実施した。

　青少年教育施設の指導系専門職員や施設ボランティア等を対象に、その養成・資質向上を目的として次の
７事業を企画・実施した。

評　　　　　　　　　　　　定

留　　意　　事　　項

①青少年教育指導者を対象
とした高度かつ専門的な研
修の実施状況

評　価　基　準
評　価　に　係　る　実　績

・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

主催事業の実施状況 ・事業を体系的に進めてい
ることや、教育情報衛星通
信ネットワーク（エル・
ネット）による研修や情報
提供を行ったことは評価で
きます。

・調査研究と一体となった
事業をさらに意欲的・計画
的に取り組むことを期待し
ます。

・事業の目的をより明確に
するとともに、事業の成果
を積み重ねることを期待し
ます。

　
　

Ｂ

ＡＢＣ
評　定

評　価　項　目

指　　　　　標

Ⅱ　国民に対して提供するサービスその他
　の業務の質の向上に関する目標を達成す
　るためにとるべき措置

青少年教育関係者等に対する研修に関する
事項
・主催事業
　主催事業を計画するに当たり、継続事業
においては、前回の事業の成果を踏まえ、
継続していく必要性や事業のねらいを明確
にする。新規事業については、現代的課題
について、的確な情報を収集し、調査分析
を行い、その展開方法について、各分野の
専門家の意見を取り入れるなど、最も成果
が上がるような計画を実施する。また、募
集人員については、過去の同種の事業の参
加人数や指導者の許容範囲を勘案しながら
適性な募集人員とする。
　事業終了後において、当初の目的が達成
されたか、報告書を作成し、結果や評価等
の調査研究を行う。
　中期目標期間中において、次のような参
加者のニーズを踏まえた先導的、高度で専
門的な主催事業を対象別、計画的に実施す
る。
　①青少年教育指導者を対象とする事業
　　今日的な青少年教育の課題や青少年教
　　育に関する高度で専門的な知識・技術
　　について研修を行い、青少年教育指導
　　者としての資質及び技術の向上を図る
　　ための事業を毎年度実施する。
　②指導者以外の青少年教育関係者を対象
　　とする事業
　　青少年の現代的課題について、研究協
　　議し、青少年教育の充実を図るための
　　事業を毎年度実施する。
　③青少年を対象とする事業
　　青少年の興味・関心や青少年の現代的
　　課題に対応した事業、青少年のスポー
　　ツ活動を支援する事業、青少年に芸術
　　文化に触れる機会や活動成果の発表の
　　場を提供する事業などを毎年度実施す
　　る。
　④青少年及び青少年教育指導者の国際交
　　流を促進する事業
　　青少年の国際交流及び国際理解を促進
　　する事業や海外の青少年教育指導者を
　　招聘し、青少年問題等について国内の
　　関係者と協議を行うための事業を毎年
　　度実施する。
　⑤関係機関、学識経験者等との共同によ
　　りＩＴを活用した主催事業を開発し、
　　実施する。
　⑥研修参加者を対象に、各研修ごとに研
　　修内容に関するアンケート調査（抽出
　　調査）を実施し、研修内容について適
　　切な評価を行う。

中 期 計 画 の 各 項 目

１

青少年教育指導者を対象とする研修事業 

事業名 

(新規・継続別) 
事業の趣旨 実施期間 募集対象 

参加者

／定員 
(満足度)

共催団体

(協力団体

等) 

青少年教育施設新

任指導系職員研修 

（継続） 

国公立青少年教育施設の新任指

導系職員に必要な知識・技術等

について研修を行い、能力の向

上を図る。 

6.10（月） 

～6.14（金）

(４泊５日) 

国立及び都道府

県・指定都市立青

少年教育施設の

新任指導系職員 

４８人 

／ 

５０人

（８９％）

独立行政法

人国立青年

の家・ 同 国

立少年自然

の家 

青少年教育施設新

任事業課長等会議 

（継続） 

国公立青少年教育施設の新任事

業課長に必要な基本的事項につ

いて研修を行い、能力の向上を図

る。 

6.10（月） 

～6.11（火）

(１泊２日) 

国立及び都道府

県・指定都市立青

少年教育施設の

新任事業課長等 

１７人 

／ 

１０人 

（８８％）

独立行政法

人国立青年

の家・ 同 国

立少年自然

の家 

青少年教育施設指

導系職員専門研修 

（継続） 

※エル・ネットによる

遠隔研修を実施 

国公立青少年教育施設における

指導系職員としての職務に必要

な専門的知識・技術等について研

修を行い、指導者としての能力の

向上を図る。 

11.11(月) 

～11.15(金)

(４泊５日) 

国公立青少年教

育施設の中堅指

導系職員 

２８人 

／ 

４０人 

（８５％）

 

生涯スポーツ推進指

導者講習会 

（継続） 

生涯スポーツや青少年教育を推

進するために、地域におけるスポ

ーツ指導者や青少年教育指導者

等を対象に、スポーツの理論・実

技について講習を行い、指導者と

しての資質・能力の向上を図る。 

12.11(水) 

 ～2.13(金)

(２泊３日) 

都道府県及び市

町村教育委員会

担当職員、地域に

おけるスポーツク

ラブ等の指導者、

青少年教育施設

職員等 

１５８人

／ 

２００人

（９５％）

文部科学省

生涯スポー

ツ課 

（（財）日本レ

クリエーショ

ン協会） 

青少年教育施設ボラ

ンティアセミナー 

（継続） 

 

青少年教育施設におけるボラン

ティア活動に必要な基礎的な知

識・技術について研修を行い、施

設ボランティアの養成を図る。 

年間２回 

5.11(土) 

 ～5.12(日)

6.8(土) 

 ～6.9 (日) 

（各 １泊 ２

日） 

青少年教育施設

のボランティアを

志す者（高校生・

専門学校生・大学

生・社会人等） 

（平均）

５６人 

／ 

３０人 

（９４％）

 

青少年教育施設ボラ

ンティア専門研修 

（継続） 

ボランティア活動の充実に必要な

専門的知識・技術について研修を

行い、ボランティアとしての資質の

向上を図る。 

年間 5回 

7.6(土) 

～7.7(日)

9.7(土) 

～9.8(日)

11.16(土) 

～11.17(日)

平成１５年

1.18(土) 

～1.19(日)

3.15(土) 

～3.16(日)

（各 １泊 ２

日） 

センターにボラン

ティアとして登録し

ている者、青少年

対象のボランティ

ア 

（平均）

３８人 

／ 

３０人 

（９６％）

 

科学体験活動支援

の指導者研修（サイ

エンスサポートセミナ

ー） 

（新規） 

青少年の科学体験活動支援に関

心のある者を対象に、科学体験

活動の研修を行う。また、子ども

たちに指導実習を行い、子どもた

ちが科学的好奇心を高めるため

の支援のあり方を学ぶ。 

9.19(木) 

～9.23(月)

(４泊５日） 

科学体験活動支

援に関心がある者

（科学ボランティ

ア） 、青少年教育

指導者、青少年教

育関係者等 

４３人 

／ 

３０人 

（８９％）

（国立スポー

ツ科学センタ

ー） 

 

3



アンケート調査による
参加者の満足度
★目標：８０％以上

90%以上 80%以上
90%未満

80%未満

９０．９％

　全国の青少年教育行政担当者、学校教員、民間の青少年関係者、ＮＰＯなど幅広い関係者を対象に現代的
課題に対応するテーマについて研究協議を行う、次の２事業を企画・実施した。

アンケート調査による
参加者の満足度
★目標：８０％以上

90%以上 80%以上
90%未満

80%未満

９０．５％

②青少年教育関係者による
青少年教育の充実や現代的
課題についての全国的な研
究協議の実施状況 青少年教育関係者による全国的な研究協議 

事業名 

(新規・継続別) 
事業の趣旨 実施期間 募集対象 

参加者

／定員 
(満足度)

共催団体

(協力団体

等) 

全国青少年相談研

究集会 

（継続） 

青少年相談事業に関する知識・

技術等について研究協議や事例

研究を行い、今後の青少年相談

事業の充実を図る。 

平成１５年

1.22(水) 

 ～1.24(金)

(２泊３日) 

 

青少年教育施設

職員、学校教員、

各自治体における

首長部局や教育

委員会の行政職

員、警察関係者、

法務省関係者、社

会福祉関係者、ボ

ラン テ ィ ア関係

者、その他青少年

の相談に携わる

者 

３３９人

／ 

３００人

（９３％）

文部科学省

青少年課 

青少年自然体験活

動全国フォーラム 

（継続） 

（事業名変更） 

※エル・ネットによる

遠隔研修を実施 

青少年の自然体験活動の全国的

普及を図るため、その関係者が

一堂に会し、青少年の自然体験

活動を推進していくための協議・

情報交換を行う。 

平成１５年

2.15(土) 

 ～2.16(日)

（１泊２日）

青少年教育施設

職員、青少年団体

指導者、青少年教

育行政担当者、学

校教員、学校教育

行政担当者、民間

教育事業者、その

他青少年の自然

体験活動に関心

のある者 

３１１人

／ 

３００人

（８８％）

文部科学省

青少年課 
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　青少年を対象とした事業として、都市型青少年教育施設の新しい事業展開としての文化体験事業、調査研
究の試行事業であり「ボランティア学習」の普及を目的としたボランティア体験事業など先導的事業を中心
に、次の５事業を企画・実施した。

アンケート調査による
参加者の満足度
★目標：８０％以上

90%以上 80%以上
90%未満

80%未満

９５．８％

③青少年を対象とした現代
的課題に対応した各種講座
や様々な体験活動の実施状
況

青少年を対象とした体験活動事業 

事業名 

(新規・継続別) 
事業の趣旨 実施期間 募集対象 

参加者

／定員 
(満足度)

共催団体

(協力団体

等) 

子ども民俗芸能ワー

クショップ 

（新規） 

日本各地に伝わる民俗芸能を鑑

賞したり、実際に演舞を体験する

ことを通して、子どもたちに自己を

表現する楽しさやグループワーク

の大切さを体験させる。併せて、

日本の伝統・文化に対する興味・

関心を育む。 

8.2(金) 

  ～8.4(日)

（２泊３日）

小学生(高学年) ３４人 

／ 

３０人 

(１００％)

（委託： （社）

全日本郷土

芸能協会）

子ども演劇ワークショ

ップ 

（新規） 

子どもたちに演技やダンスなどの

体験活動を通して、自己を表現す

る楽しさやグループワークの大切

さを体験させる。 

8.21(水) 

～8.23(金)

（２泊３日）

小学生(高学年) ６８人 

／ 

３０人 

(１００％)

（委託： （有）

扉座） 

子ども科学体験教室

（新規） 

子どもたちを対象に、実験・観察・

身近な材料を利用した工作など

体験的なプログラムを提供するこ

とを通じて、科学についての興味

や関心を深める機会とする。 

9. 22 (日) 

～9.23(月)

（１泊２日）

中学生 １０３人

／ 

６０人 

（８９％）

 

中学生ボランティア

学習講座 

（継続） 

中学生がボランティア活動に対す

る認識を深め、その意欲を高める

とともに自分自身や社会について

学習するプログラムを開発するこ

とを目的に実施する。 

8.7(水) 

～8.9（金)

(２泊３日) 

中学生 ３４人 

／ 

３０人 

（９７％）

（独立行政

法人国立科

学博物館）

ウィークエンド子ども

スクエア（継続） 

学校週５日制で学校が休みとなる

土曜日に子どもたちが集い、異年

齢の子どもが施設ボランティアと

触れ合いながら、ゲームや工作、

スポーツ活動など様々な体験活

動を行うとともに、ボランティアの

活動の場を開発する。 

年間５回 

4.20(土)

7.13(土)

11.2(土)

12.21(土)

平成１５年

2.22(土)

小学生及びその

家族 

（平均）

７８人 

／ 

３０人 

（９３％）
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　海外の青少年教育指導者の招聘や海外と日本の青少年教育指導者等との研究協議、青少年の国際交流を促
進するため、次の３事業を企画・実施した。

アンケート調査による
参加者の満足度
★目標：８０％以上

90%以上 80%以上
90%未満

80%未満

９２．０％

　青少年対象の講座や指導者研修等の効果的な実施にＩＴを活用することを目的に、生涯学習・社会教育、
視聴覚教育、青少年教育等の各分野の実践者・専門家からなる調査研究協力者会議を設置した。調査研究事
項は、①ＩＴを活用した学習プログラムの開発について、②ＩＴを活用した事業の分析と事業展開の検討に
ついてである。
　平成１５年度の試行事業実施に向け、インターネット上の学習（オンライン）と実際の主催事業への参加
（オフライン）を組み合わせた学習機会の開発について検討を行った。

アンケート調査による
参加者の満足度
★目標：８０％以上

90%以上 80%以上
90%未満

80%未満

－

④外国の青少年や青少年教
育指導者との国際交流や研
究協議の実施状況

⑤ＩＴを活用した主催事業
の開発・実施状況

青少年教育指導者及び青少年の国際交流事業 

事業名 

(新規・継続別) 
事業の趣旨 実施期間 募集対象 

参加者

／定員 
(満足度)

共催団体

(協力団体

等) 

日独青少年教育施

設等指導者研究会 

（継続） 

日本とドイツの青少年教育指導者

が、共通の課題等について研究

協議し、今後の青少年教育の充

実に資する。 

5.21(火) 

 ～5.22(水)

(１泊２日) 

ドイツ ：青少年施

設に携わる指導

者（2002 年日独青

少年指導者セミナ

ー代表団） 

日本：青少年教育

施設・団体の自然

体験活動に関わ

る指導者・担当者

３３人 

／ 

３０人 

（９７％）

（財）世界青

少年交流協

会 

アジア地域青少年教

育指導者セミナー 

（継続） 

アジアの青少年教育指導者を招

聘し、日本の青少年教育の現状

等についての研修機会を提供す

ることにより、アジアにおける青少

年教育の振興の一助とする。 

11.18(月) 

～11.30(土)

(12 泊 13

日) 

アジアの青少年教

育指導者等 

招聘者 

５人 

 

青少年国際ネットワ

ーク・フォーラム 

（新規） 

青少年の国際交流に関わる団体

等の指導者と国際交流に興味を

持つ青年が、近時の様々な課題

について協議を行い、知見や情

報の交換を通じて国際交流の在

り方について考える。 

10.11(金) 

～ 

10.13（日）

（２泊３日）

青少年（在日外国

人及び日本の青

年）、青少年教育

関係者、学校教育

関係者、国際交流

事業担当者、青少

年教育・国際交流

に関心のある者 

１４６人

／ 

１００人

（８７％）

（国 際教育

交 換 協 議

会、（財）世

界青少年交

流協会 、東

京ＹＭＣＡ 
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Ａ Ｂ Ｃ

　平成１４年度の利用者数は次のとおり１３５万４千人である。
　その内訳は、青少年教育関係者等は７３万９千人で、一般団体は６１万５千人である。

宿泊利用の青少年教育
関係者等の割合
★目標：７０％以上

　宿泊利用の青少年教
育関係者等数÷延べ宿
泊利用者数

80%以上 70%以上
80%未満

70%未満

７３．５％

日帰り利用の青少年教
育関係者等の割合
★目標：４５％以上

　日帰り利用の青少年
教育関係者等数÷延べ
日帰り利用者数

55%以上 45%以上
55%未満

45%未満

４６．８％

　新規利用団体の拡大を図るため、次の案内資料の作成や利用者サービスの向上を行った。
　①　オリエンテーション用のＣＤ・ＤＶＤ製作、貸出し、視聴コーナーの設置
　　　入所手続きや所内施設の概要及びその利用方法等を利用者に分かり易く解説した貸出用オリエンテー
　　ションＣＤ・ＤＶＤを製作し、必要に応じて利用者に貸出しを行うとともに利用窓口に視聴コーナーを
　　設置し、利用者が常時利用できるようにした。
　②　活動マップの作成
　　　利用者が都内及び近隣の教育資源を活用するための活動マップ「アクセス」を作成した。
　③　センターの案内（中国語版）
　　　従来から広く利用者に配付することを目的としたパンフレットを作成し、青少年関係団体、青少年教
　　育施設及び外国人利用者等へ配付しているが、従来の日本語版、英語版、韓国語版に引き続き、中国語
　　版を作成し、利用者の拡大を図っている。

指　　　　　標

①青少年教育関係者等（青
少年教育指導者その他の青
少年教育関係者及び青少
年）の受入れ状況

評　　　　　　　　　　　　定
評　価　に　係　る　実　績

ＡＢＣ
評　定

・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

Ａ

②新規利用団体の受入れに
必要な措置状況

評　価　基　準

留　　意　　事　　項

・利用者数の大幅な増加を
図ったことや、施設の概
要・利用方法等を解説した
オリエンテーション用のＣ
Ｄ・ＤＶＤの製作・貸出し
及び視聴コーナーを設置し
たことは評価できます。

・外国人利用者等に対し、
英語版、韓国語版に加え、
中国語版のセンターの案内
の作成・配布などを行った
ことは評価できます。

・平成１５年度から新しく
提供する利用者サービスと
して、①ホームページ上で
のセンターの施設の空き状
況の公開、利用申込書のダ
ウンロード、②電話による
利用相談、ファックスによ
る利用申込受付、③利用申
込受付業務の開館日の拡大
などの準備を行ったことは
評価できます。

・今後においても、更なる
利用者サービスの向上が望
まれます。

中 期 計 画 の 各 項 目

２ 青少年教育関係者等に対する研修のための
利用に供するとともに、青少年教育関係者
等の研修に対する指導及び助言に関する事
項

・受入れ事業
　施設利用の促進を図るため、以下のよう
な利用者に対するサービスの向上、新規利
用団体の開拓を行う。
　①施設を青少年教育指導者その他の青少
　　年教育関係者及び青少年が実施する研
　　修の利用に供する。また、利用者の多
　　様化を図るため、新規の利用団体の受
　　入れに必要な措置を検討し、利用の促
　　進を図る。
　②利用団体が利用目的を達成するために
　　必要な以下のような支援等を行う。
　　ア．活動・研修のためのモデル・プロ
　　　　グラムの開発
　　イ．外国語版を含め、活動・研修のた
　　　　めの案内資料等の作成
　③施設を青少年教育に関する業務の遂行
　　に支障のない範囲内で、施設の効率的
　　利用の観点から、生涯学習の場として
　　の利用に供する。
　④利用団体を対象に、毎年度計画的にセ
　　ンター利用に関するアンケート調査
　　（抽出調査）を実施し、施設利用に関
　　して適切な評価を行う。

評　価　項　目

受入れ事業の実施状況

平成１４年度 利用者数

宿泊利用 日帰り利用 
区 分 利用者数 

（千人） 
構成比 

（％） 
利用者数 

（千人） 
構成比 

（％） 

総 計 

（千人） 

青少年 289 73.5 450 46.8 739

一  般 104 26.5 511 53.2 615

計 393 100.0 961 100.0 1,354
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　利用団体が自主的な研修計画に基づき、効果的、快適に研修が実施できるよう次のことを実施し、利用者
サービスの向上に努めた。
　①　心身障害者等対策
　　・　身体障害者用便所整備（宿泊Ｂ棟２か所に設置）
　　・　駐車場における心身障害者等の駐車料金の免除
　②　受動喫煙防止対策
　　・　宿泊Ｄ棟全室を禁煙とし、３階と６階に喫煙スペースを設置
　③　給食業務
　　・　輸入中国野菜に基準以上の農薬が含まれていた問題など食材に関する様々な問題が発生したため、
　　　給食業務委託業者に対して、食中毒対策はもとより食材の安全管理について注意喚起
　　・　利用者の声を反映させるために各食堂で実施している食事に関するアンケートの結果について、改
　　　善を要するものには速やかな対応を行うよう指導
     　（各レストランにおいて、メニューの改善や料金の値下げを実施）
　④インターネット接続サービス
　　・　研修室、宿泊棟でのインターネット接続サービスの開始
　⑤　その他
　　・　利用申込受付に係る入力業務を外部委託し、迅速な事務処理を実施
　　・　利用者用としてコピー機を増設し、併せて料金を値下げ
　　・　利用者の利便性を考慮し、サービスコーナーを国際交流棟交流プラザに移転
　　・　利用案内のカウンターの一部を改修し、窓口受付手続の箇所がより明るくするために表示照明を設
　　　置
　など

　以上のほか、平成１５年度から新しく提供する利用者サービスの実施に向け、次の準備を行った。
　①　ホームページ上でのセンターの施設の空き状況の公開、利用申込書のダウンロード
　②　電話による利用相談、ファックスによる利用申込受付
　③　利用申込受付業務の開館日の拡大
　④　銀行振込等による施設使用料金の支払いの実施

　施設の公平・効率的な利用を図り、できるだけ多くの団体が利用できるようにするために、研修計画の十
分な検討や利用施設数等について、出来る限り正確な内容で申込みをしていただくよう協力依頼を行った。
　また、安易なキャンセルを防止するために、大幅なキャンセルを行った団体については、その理由や以後
の利用についての改善策等を書面で提出していただく等の個別の協力依頼を行った。

延べ利用者数
★目標：１００万人以
上

110万人
以上
100万人
以上
110万人
未満

100万人
未満

１３５万４千人

80%以上 70%以上
80%未満

70%未満

　　　　　　　　　　　引率者 ： ９３．６％
　　　　　　　　　　　利用者 ： ９２．８％

　センターの施設設備、運営状況等について、利用者の満足度を把握するとともに、今後の施設運営の充実及び利用
者サービスの向上に資することを目的としたアンケート調査を平成１４年８月～１０月に実施した。
　調査は、自記入法で、調査対象団体を無作為に抽出し、利用団体の引率者に調査の協力を依頼し、利用終了時まで
に回収する方法で実施した。
　回収結果は、利用者３，１１０人（配布数５，５２０）、 引率者１１０人（配布数１５５）であった。
　利用者アンケートの結果は次のとおりであり、センターを利用しての総合的な満足度においては、引率者、利用者とも
９０％以上の高い率となった。

⑤アンケート調査による利
用者の満足度
★目標：７０％以上

④施設の効率的利用の状況

③利用団体が利用目的を達
成するための支援等の状況

利用者アンケート調査の結果                              （単位：％） 

区     分 引率者 利用者 

研修施設の総合的な満足度 91.8 91.2

宿泊施設の総合的な満足度 89.7 88.0

今後もセンターを利用したいか 98.2 93.4

センターを利用しての総合的な満足度 93.6 92.8
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Ａ Ｂ Ｃ

　青少年教育施設・青少年団体との連携を促進するため、次の事業を企画・実施した。

①　「青少年教育施設・団体連絡協力会議」の開催
　　青少年教育施設及び青少年団体の関係者等が集い、相互の連携協力の在り方等について意見交換、研究
　協議を行った。
　　協議のテーマは、前年度の「効果的な青少年教育施設利用の方策」を引き継ぎ、「利用者の視点に立っ
　た受け入れ事業の在り方について」とし、センターの受け入れシステムの改善をモデルケースとして協議
　を行った。

②　「青少年国際交流団体連携促進会議」の開催
　　センターを利用する国際交流団体等の連携を促進するために、新たに行った。
　　各団体の事業を把握し、連携協力をより促進すること及び国際交流事業推進上の諸問題の協議を行った
　。

③　海外の関係機関等との連携協力
　　韓国国立中央青少年修練院を訪問し、視察調査とともに今後の連携に向けて院長・理事長で協議を行っ
　た。

　青少年及び青少年教育に関する各機関・施設及び団体等との連携による効果的な事業実施の観点から、共
催・委託等により、次の事業を実施した。

①　共催事業の実施
　国、青少年教育施設、団体等と共催で次の１１事業を実施した。
　なお、文部科学省との共催事業「全国青少年相談研究集会」では、全国の青少年教育、学校教育、社会福
祉、警察行政など、省庁間を超えた幅広い分野の担当者が共通の課題について協議を実施した。

Ａ

②大学、民間団体及び関係
機関等との共催事業の実施
状況

評　価　項　目 評　　　　　　　　　　　　定

・社会教育実習生やイン
ターンシップの受入れを積
極的に行うなど、大学等と
の連携を図ったことは評価
できます。

・「全国青少年相談研究
集会」を実施し、省庁間を
超えた関係者と青少年の分
野に携わっている関係者と
の連携を図っていることは
評価できます。

・センターが主体となって
青少年教育施設及び青少年
団体の関係者等と相互の連
携協力や、海外の関係機関
との連携を促進したことは
評価できますが、連携協力
の方向性をより具体化する
こと、今後に向けて各事業
や連携先とのフォローアッ
プに努めてほしい。

留　　意　　事　　項指　　　　　標

３ 青少年教育に関する施設及び団体相互間の
連絡及び協力の促進に関する事項
　①青少年教育施設及び青少年団体の連携
　　の促進を図るため、青少年教育施設・
　　団体連絡協力会議を毎年度開催する。
　②大学、民間団体及び関係機関との共催
　　事業の推進を図り、より効率的に現代
　　的課題や今日的な青少年教育の課題に
　　対応したプログラム等を実施する。
　③高等教育機関等に在学する社会教育実
　　習生やインターンシップの受入れ体制
　　の充実を図る。
　④国立青少年教育施設との情報の交換を
　　図るなど、次のような連携を促進する
　　事業を実施する。
　　　(ｱ)各施設の主催事業の案内情報デ
　　　　　ータベースの構築及び定期的な
　　　　　更新
　　　(ｲ)各施設の主催事業プログラムデ
　　　　　ータベースの構築及び定期的な
　　　　　更新
　⑤青少年教育に関する関係機関・団体と
　　連携し、青少年の体験活動に関する案
　　内情報データベースの充実を図る。

連携協力事業の実施状況 ・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

①青少年教育施設・青少年
団体との連携を促進する事
業の実施状況

評　価　基　準

ＡＢＣ
評　定

評　価　に　係　る　実　績中 期 計 画 の 各 項 目

 共催事業一覧 

機関・団体等の

区分 
機関・団体等名 実施事業名 

文部科学省（青少年課） 全国青少年相談研究集会 

 青少年自然体験活動全国フォーラム 

文部科学省（生涯スポーツ課） 生涯スポーツ推進指導者講習会 
国の機関 

内閣府 アジア青年のつどい 

青少年教育施設新任指導系職員研修 
青少年教育施設

独立行政法人国立青年の家・同少年自然

の家 青少年教育施設新任事業課長等会議 

(財)世界青少年交流協会 日独青少年教育施設等指導者研究会 

(社)青少年交友協会 野外伝承遊び国際大会 

 野外伝承遊び国際会議 

出会いのフォーラム実行委員会 
子どもと舞台芸術 

（出会いのﾌｫｰﾗﾑ 2002） 

青少年団体・文

化団体 

日本打楽器協会 日本ﾊﾟｰｶｯｼｮﾝ･ﾌｪｽﾃｨﾊﾞﾙ 2002 
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②　委託事業の実施
　次の３事業を委託で実施した。

　高等教育機関等との連携協力を推進するため、次のことを行った。

①　社会教育主事を養成する大学を対象として、「社会教育実習」（４単位）の科目を受講する学生を実習
　生として受け入れた。
　　学生が興味・関心とともに意欲をもって実習を修了できるようコース制を導入し、受入事業の実習を行
　う「受入事業コース」を４回、主に主催事業・情報提供事業の実習を行う「主催・情報事業コース」を４
　回実施した。
　　受け入れた実習生は３大学１８名で、実施に当たっては、各大学と準備、実習、修了後の各段階で連絡
　・協議を行い内容の充実に努めた。
　　実習生へのアンケート調査では、「実習を通して青少年教育施設のもつ目的や仕組みについて理解が深
　まった」などの感想が寄せられた。
②　学生が大学において習得した知識や技術をセンターの実際のフィールドで実践・体験し、学習意欲の向
　上、職業意識の育成に寄与することを目的として、インターンシップの受け入れも実施した。
　　なお、大学等からの社会教育実習生及びインターンシップの受け入れは、センターのホームページに広
　報し、募集した。

　国立青少年教育施設との連携を促進し、情報の交換・共有化を図るため、次の事業を行った。

①　案内情報データベース「イベントガイド」の構築・更新
　　青少年教育関係者等への案内情報の提供を目的に、センター及び独立行政法人国立青年の家・同国立少
　年自然の家において、本年度中に実施予定の主催事業の概要をデータベース化し（今年度５５２事業）、
　インターネットを通して閲覧できるシステムを「イベントガイド」として広く一般に公開している。
　　年間アクセス数は１７，９８７件である。

②　事例情報データベース「学習プログラム事例」の構築・更新
　　本データベースは、青少年教育の充実において何より実践的、先進的な事例情報を交換・共有すること
　が重要であるという観点から構築し、現在まで５，４６７事例をデータベース化している。
　　年間アクセス数は１８，０２９件である。

　「子どもイベント」データベースの構築・更新
　国が推進する「新子どもプラン」の一環として、青少年教育施設・団体等が企画・実施する全国規模の広
域的な子ども向け事業に関する情報について、小学生も気軽に利用できる「子どもイベント」データベース
を構築し運用している。
　イベント登録数は１，３０７件、年間アクセス数は９３，５９０件である。
　また、全国の「子どもセンター」の情報誌作りを支援するためのソフトウェア（ＣＤ－ＲＯＭ）を開発し
配布している。

④国立青少年教育施設との
連携を促進する事業の実施
状況

③高等教育機関等との連
携・協力の推進状況

⑤青少年の体験活動に関す
る情報を保有する機関・団
体との連携を促進する事業
の実施状況

委託事業一覧 

機関・団体等の

区分 
機関・団体等名 実施事業名 

青少年教育施設
独立行政法人国立乗鞍青年の家・同花山

少年自然の家 

中学生ボランティア学習講座 

乗鞍：「小・中・高校生ボランティア学習講座」 

花山：「中学生ボランティア学習講座」 

（社）全日本郷土芸能協会 子ども民俗芸能ワークショップ 
文化団体 

（有）扉座 子ども演劇ワークショップ 
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Ａ Ｂ Ｃ

「今後の青少年教育の方向に関する調査研究」（平成１３・１４年度）
　センターにおける調査研究体制構築の具体案の検討と今後の青少年教育に関する専門的な調査及び研究活
動の充実を図るため、学校教育、社会教育、野外教育、青少年心理などの多分野にわたる研究者や学校の教
頭、青少年教育施設職員等の実践者の協力を得て実施した。
　調査研究事項は、①青少年教育に関する研究と実践の動向について、②青少年教育に関する調査研究課題
の分析抽出について、③青少年教育に関する調査研究体制及び方法論についてである。
　青少年教育に関わる現代的課題である「自然体験活動」、「奉仕活動・ボランティア」、「学社連携・融
合」を中心にセンターとしての研究課題や調査研究体制について検討し、今後の研究課題の整理とともに客
員研究員制度等の人的体制、委託研究の活発化や研究交流機能の充実などの提案を報告としてまとめた。

　青少年及び青少年教育の現状を把握するための基礎的な調査及び研究を次のとおり実施した。

①　「青少年教育施設の事業運営に関する調査」
　　青少年教育施設における主催事業の中から特色ある事例について、その事業企画・実施の成功要因等を
　分析し、事業運営に関する知識やノウハウ等を広く一般に普及・共有するために実施した。
　　調査は、主催事業を実施している９７２施設のうち、特色ある事例を持つ２０施設を抽出して、事業担
　当者に直接ヒアリングを行い、その結果を分析し報告書としてまとめた。

②　「青少年教育関係文献の調査収集」
　　国、地方公共団体、青少年教育施設等が発行する青少年教育に関する行政資料及び青少年一般に関する
　資料等約１，３００件を調査収集、分類、抄録化を行い、「青少年問題に関する文献集」としてまとめた
　。

③　「青少年及び青少年教育に関する各種データの調査収集」
　　青少年及び青少年教育に関する各種データの調査収集を行い、その集録として「青少年教育データブッ
　ク」（ＣＤ－ＲＯＭ）を作成した。
　　なお、主に青少年教育施設職員にとって有用な基礎的な資料（関係法令、答申等）も新たに追録した。

④　「海外青少年教育施設等視察調査」
　　主にアジア地域の青少年事情及び青少年教育に関する資料・情報を収集・分析するための視察調査を実
　施した。
　　友好関係にある韓国青少年教育施設（国立中央青少年修練院・同平昌青少年修練院・韓国青少年相談院
　）について視察調査を行い、韓国の「青少年修練活動」や「青少年指導士制度」等についての情報や関係
　資料の収集を行った。
　　また、調査報告を速報としてエル・ネットで放送し、成果の普及を図った。

・「青少年教育施設職員の
手引」など各調査研究の
報告書をまとめ、それをイ
ンターネット等によって公
表したことは評価できま
す。

・客員研究員などを活用し
た調査研究体制作りを推進
し、より実践的な調査研究
に努めることを期待しま
す。

Ｂ

評　　　　　　　　　　　　定
評　価　に　係　る　実　績

留　　意　　事　　項
ＡＢＣ
評　定

４ 青少年教育に関する専門的な調査及び研究
に関する事項
　①調査研究事業の充実を図るため、専門
　　的知識・技術を有する外部の有識者の
　　協力を得て調査を行う調査研究体制を
　　構築する。
　②青少年及び青少年教育に関する統計資
　　料や青少年教育関係文献のデータベー
　　ス構築など、青少年教育の推進に係る
　　以下の基礎的調査及び研究を計画的か
　　つ継続的に実施する。
　　ア．青少年教育施設の事業運営に関す
　　　　る調査研究を３年毎に実施する。
　　イ．青少年教育関係文献の調査等を毎
　　　　年実施する。
　　ウ．青少年及び青少年教育に関する各
　　　　種のデータの調査等を３年毎に実
　　　　施する。
　　エ．青少年教育シソーラスに関する調
　　　　査研究を５年毎に実施する。
　③青少年教育の今日的課題として文部科
　　学省がみなす問題等に関し、新規に調
　　査研究事業を実施する。
　④青少年及び青少年教育に関する研究紀
　　要を毎年度刊行するとともに、調査研
　　究報告書をインターネットを通じて閲
　　覧できるオンラインサービスを実施す
　　る。
　⑤青少年教育情報センターの充実を図る
　　ため、蔵書を毎年度計画的に増やす。
　　また、利用者に対し、利用に関して毎
　　年度計画的にアンケート調査（抽出調
　　査）を実施する。

①調査研究体制の整備状況

評　価　基　準

指　　　　　標

②青少年教育の推進に係る
基礎的調査及び研究の計画
的かつ継続的な実施状況

・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

調査研究事業の実施状況

評　価　項　目
中 期 計 画 の 各 項 目

11



①　「青少年教育施設におけるボランティア学習プログラムの在り方に関する調査研究」（平成１３・１４
　年度）
　　ボランティアの学習効果に着目したモデルプログラムの開発を目的に、社会教育やボランティアに関す
　る研究者、学校教員等の協力を得て、平成１３年度に引き続き実施した。
　　この調査研究では、センターの主催事業である「中学生ボランティア学習講座」を開発プログラムの試
　行事業として位置付け、より実践的なプログラムの開発を目指した。
　　平成１４年度の実施に当たっては、平成１３年度事業参加後の学習効果を把握した追跡調査等の分析を
　踏まえ試行プログラムの改善を行い、主催事業として実施した。また、試行プログラムの検証とより多く
　のデータを得るため、本調査研究を国立乗鞍青年の家・同花山少年自然の家と連携を図り、同様の試行事
　業を委託で実施した。
　　また、調査研究の基礎資料とするために、青少年教育施設を対象にボランティアに関する事業及びボラ
　ンティアの活動状況についてアンケート調査を実施した。

②　「青少年教育施設職員の資質向上の在り方に関する調査研究」（新規）
　　施設職員（指導系）の資質向上や現職研修の充実を目的に、生涯学習・青少年教育に関する研究者、国
　公立の青少年教育施設職員、民間の青少年教育事業者等からなる調査研究協力者会議を設置した。調査研
　究事項は、ア．青少年教育施設職員に必要とされる資質・能力について、イ．資質・能力の向上のための
　具体的方策について、ウ．青少年教育施設指導系職員のための指導資料の作成について、である。
　　１年次目は、主として新任の指導系職員の資質・能力確保が急務と考え検討を進め、その成果をもとに
　、新任職員向け指導資料を作成した（「青少年教育施設職員の手引」）。

③　「青少年教育施設におけるＩＴ（情報通信技術）を活用した学習プログラムの在り方に関する調査研究
　」（新規）
　　６ページ「⑤ＩＴを活用した主催事業の開発・実施状況」を参照（再掲）

①　「研究紀要」の発行
　　青少年教育の調査研究や実践の活発化に資するため、研究紀要を発行している。本紀要の特徴は、セン
　ターの調査研究成果の普及とともに広く青少年教育関係者の実践の成果を求める観点から研究者による論
　文以外にも実践報告等の投稿を募集している点にある。平成１４年度は投稿数が３０（前年度１３）、そ
　の内、半分以上の１６投稿が青少年教育施設、教育委員会事務局、学校現場の教職員等の実践者によるも
　のである。青少年教育に関する学識経験者等で構成する研究紀要委員を中心とした査読を経て掲載原稿を
　決定し、「研究紀要第３号」を刊行した。

②　その他の成果の普及
　　基礎的及び専門的な調査研究の成果については報告書等を作成、全国の青少年教育施設・青少年団体、
　都道府県・指定都市教育委員会、関係の研究者・実践者等に配布し、普及を図った。
　　また、センター及び関係機関等による重要な調査研究の成果については、全文を電子化した。現在、イ
　ンターネット上で全文を入手できる資料は１４１件である。

　国・地方公共団体及び青少年団体等が発行する答申・事業報告書及び調査研究報告書等の「行政資料・団
体資料」（約１７，３００冊）、青少年教育や青少年心理、学校教育・社会教育等の青少年教育関係図書（
和書約２５，７００冊、洋書約３，０００冊）、青少年教育関係機関等が発行する定期刊行物等（２５０誌
、２２，０００冊）を所蔵している。図書その他の資料等は、計画的に収集するとともに、情報センター利
用者からの要望を参考にしている。入館者数は、３３，１６５人である。

①　蔵書の収集状況
　　青少年及び青少年教育に関する一般図書、地方公共団体等が発行する行政資料・団体資料の購入・収集
　に努め、平成１４年度は５，２３２冊の増となった。
　　内訳としては、行政資料・団体資料等１，１５６冊、一般図書１，５０７冊、雑誌等２，５６９冊であ
　る。前年度に比して行政資料等の収集に重点化し、一般図書の購入は教育関係（学校教育、社会教育等）
　を中心とした。
②　利用者サービスの向上
　　図書の整理・配架・貸出といった日常業務を委託とすることで、日曜・祝祭日閉館からセンターの休業
　日を除く日（年間３３３日）を開館とするとともに、閉館時間を１７時から１８時に１時間延長した。
　　その他、新刊図書や所蔵本の紹介などの情報を掲載した「青少年教育情報センターニュース」を毎月発
　行、４月に「新刊図書コーナー」、５月に「テーマ別特設コーナー」を設置した。
　　また、本年度もアンケート調査を平成１４年１１・１２月の入館者に対して実施し、３５０名から回答
　を得た。調査の主な結果は、次のとおりである。
　ア．情報センターに対する総合的な満足度は、「満足」「やや満足」を合わせて９４％であった。
　イ．情報センターの周知度は、「センターへ来て知った」が８０％であったが、又利用したいと回答した
　　　のは９０％を超えた。

④研究紀要の発刊などによ
る調査研究の成果の普及状
況

⑤青少年教育情報センター
の運営等による情報提供事
業の実施状況

③青少年教育の今日的課題
等に対応した、新規調査研
究の実施状況

12



青少年教育情報セン
ターの蔵書の収集状況
★目標：１００％

　実収集冊数÷計画収
　集冊数

110%以上 100%以上
110%未満

100%未
満

　　　　　　　　　　　　　　　　１０４．６％

 （実収集冊数）÷ （計画収集冊数）
　　5,232冊　 ÷　　5,000冊　＝　1.046

アンケート調査による
利用者の満足度
★目標：８０％以上

90%以上 80%以上
90%未満

80%未満

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９４％
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Ａ Ｂ Ｃ

　子どもゆめ基金による助成金交付の対象となる活動は、青少年教育に関する団体の行う「子どもの体験活
動の振興を図る活動」、「子どもの読書活動の振興を図る活動」及び「インターネット等で利用可能な子ど
も向けの教材を開発・普及する活動」であり、助成金の交付に当たっては次のとおり実施した。

　平成１４年度の子どもゆめ基金助成金の募集は、平成１３年１１月２０日（火）から平成１４年１月１０
日（木）までの５２日間行った。
　募集に当たっては、全国各地への周知を図るために、次の広報活動を実施した。
　①　センターのホームページに募集案内を掲載
　②　助成活動募集説明会の開催
　③　都道府県・市区町村教育委員会、青少年教育関係団体、青少年団体連絡組織、ボランティア協会、Ｎ
　　ＰＯ法人連絡組織などに助成金募集案内を送付し、管下関係機関への周知を依頼（約６,４００機関）
　④　テレビ、教育情報衛星通信ネットワークなどのメディアによる「子どもゆめ基金」制度と募集の周知

　平成１４年度は、応募総数は２,２４５件、交付希望総額は２,８７０,９５５千円であり、平成１３年度に
比べ１７７件の応募増となった。

留　　意　　事　　項

・子どもゆめ基金助成金の
応募が昨年度を上回る団体
からの申請があったことは
評価できます。

・法人格を有しない団体
（草の根的な団体）が子ど
もの体験活動では約８割、
子どもの読書活動では約９
割となっており、地域レベ
ルでの活動への取組が多く
を占めていることは評価で
きます。

・新規の団体からの応募が
半数を超えていることは、
広報活動にも積極的に取り
組んでいる成果であると評
価できます。

・今後更に、子どもゆめ
基金の社会的な認知度の向
上に取り組むことを期待し
ます。

・助成業務に当たっては、
透明性や公平性の確保やそ
の成果や効果の調査につい
て引き続き努めることを期
待します。

Ａ

評　　　　　　　　　　　　定

ＡＢＣ
評　定

・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

助成業務の実施状況

①助成金の交付状況

評　価　基　準

５ 青少年教育に関する団体に対して、当該団
体が行う活動に対して行う助成金の交付に
関する事項
(1)青少年教育に関する団体に対して当該
　　団体が行う以下に掲げる活動に必要な
　　資金に充てるための助成金を交付する
　　。
　①子どもの体験活動の振興を図るため、
　　次のような民間の諸活動に対して助成
　　金を交付する。
　　ア．子どもに自然体験、社会奉仕体験
　　　　、職業体験、科学技術体験、交流
　　　　体験等の機会を提供する活動
　　イ．子どもの体験活動を支援するため
　　　　の指導者養成・派遣等の活動
　　　その際、全国各地で広く、かつ地域
　　に偏りなく子どもの体験活動機会が提
　　供されるよう留意しつつ、特色ある新
　　たな取組や、体験活動の振興を図る取
　　組の裾野を広げるような活動などを中
　　心に助成を行う。
　②子どもの読書活動の振興を図るため、
　　次のような民間の諸活動に対して助成
　　金を交付する。
　　ア．子どもの読書活動を支援する市民
　　　　グループ等がネットワークを構築
　　　　し、情報交流、合同研修、連携イ
　　　　ベント等を行う活動
　　イ．子どもの読書活動の振興方策など
　　　　についての研究協議等を行うフォ
　　　　ーラムを開催する活動
　　ウ．その他、読書会の開催等、子ども
　　　　の読書活動を推進する活動
　　　その際、全国各地で広く、かつ地域
　　に偏りなく子どもの読書活動を振興す
　　る取組が展開されるよう留意しつつ、
　　子どもの読書活動の振興を図る市民グ
　　ループ等がネットワーク組織等による
　　、特色ある新たな取組や、読書活動の
　　振興を図る取組の裾野を広げるような
　　活動などを中心に助成を行う。

評　価　に　係　る　実　績
指　　　　　標

中 期 計 画 の 各 項 目
評　価　項　目

   子どもゆめ基金助成金交付状況 

助成対象活動の区分 応 募 件 数 採 択 件 数 事業実績件数 

子どもの体験活動 １，８１３ １，５９０ １，３４５

子どもの読書活動 ３５２ ３２２ ２９８

教材開発・普及活動 ８０ ２８ ２８

合    計 ２，２４５ １，９４０ １，６７１
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　応募団体の団体種別の状況については、法人格を有しない団体が、子どもの体験活動では約８割、子ども
の読書活動では約９割となっており、いわゆる草の根的団体がほとんどであり、地域レベルでの活動への取
組が多くを占めている。

　また、子どもの体験活動と子どもの読書活動の分野に応募のあった活動の規模別、団体の種別状況は次の
とおりであるが、活動の規模別では、市区町村レベルが①子どもの体験活動では、応募件数の約７割、②子
どもの読書活動では約８割となっており、地域に密着した活動であり、地域レベルの活動が中心となってい
る。
　なお、教材開発・普及活動においては、インターネット等で利用可能なものであるため、全ての活動
（８０件）が全国規模である。

　また、新規団体の応募状況を見ると、平成１４年度に初めて応募した団体が１，２７９団体で約６割を占
めている。

　③インターネット等で利用可能な子ども
　　向け教材を開発・普及する、次のよう
　　な民間の諸活動に対して助成金を交付
　　する。
　　ア．地域の自然や歴史等の情報をデー
　　　　タベース化し、インターネット等
　　　　で利用できるような教材を開発・
　　　　普及する活動
　　イ．直接体験できない分野をバーチャ
　　　　ルに体験できるソフト開発など、
　　　　子どもの体験活動を支援・補完す
　　　　る教材を開発・普及する活動
　　ウ．その他、インターネット等で利用
　　　　可能な子ども向け教材を開発・普
　　　　及する活動
(2)助成金の交付に係る選考手続き等に関
し、客観性及び透明性の確保を図るための
体制等を整備する。
　①助成金の交付を適正に行うため、外部
　　有識者からなる審査委員会を設置（必
　　要に応じて分野ごとの専門委員会を置
　　く。）し、助成対象活動及び交付額に
　　ついて審査を行う。
　②助成金の交付対象の適切な採択に関し
　　、選定に関する基準を策定する。
　③助成金交付に関する採択結果をホーム
　　ページやパンフレットなどで公表する
　　。
(3)資金の運用及び管理については、金融
機関の利率等を常に把握し、運用益の拡大
を図るとともに、内外部の管理体制を整備
する。
　①物価上昇や経済情勢を勘案し、民間か
　　らの拠出金を募るとともに、国の財政
　　状況を勘案し、かつ基金業務に支障の
　　ないよう資金計画を策定する。
　②安全性の高い金融機関に対して基金の
　　運用を委託するなど、資金運用を的確
　　に実施する。
　③資金の運用及び管理に当たっては、内
　　部牽制体制を設けるなど、内部組織体
　　制を整備する。

新規団体応募状況                                     単位：団体、（ ）内は構成比（％） 

助成対象活動の区分 新規団体 継続団体 計 

９６７ ６７８ １，６４５
子どもの体験活動 

(58.8) (41.2) (100)

２６５ ８５ ３５０
子どもの読書活動 

(75.7) (24.3) (100)

４７ ３１ ７８
教材開発・普及活動 

(60.3) (39.7) (100)

１，２７９ ７９４ ２，０７３
合  計 

(61.7) (38.3) (100)

 

団体種別応募状況 

助成対象活動の区分 団体種別 応募団体数 事業実績団体数

法人格を有しない団体 １，３１６ ９９７

民法３４条法人 １４６ １０７

ＮＰＯ法人 １５８ １３０

その他法人格を有する団体 ２５ ２１

子どもの体験活動 

小  計 １，６４５ １，２５５

法人格を有しない団体 ３２５ ２７４

民法３４条法人 ８ ８

ＮＰＯ法人 １５ １５

その他法人格を有する団体 ２ ２

子どもの読書活動 

小  計 ３５０ ２９９

法人格を有しない団体 ２７ ７

民法３４条法人 １９ １１

ＮＰＯ法人 １４ ７

その他法人格を有する団体 １８ ３

教材開発・普及活動 

小  計 ７８ ２８

法人格を有しない団体 １，６６８ １，２７８

民法３４条法人 １７３ １２６

ＮＰＯ法人 １８７ １５２
合 計 

その他法人格を有する団体 ４５ ２６

総      計 ２，０７３ １，５８２

 

活動規模別応募状況   

助成対象活動の区分 活動規模 
応  募 

件  数 

応  募 

団体数 

事業実績 

件   数 

事業実績 

団 体 数 

全  国 ２１４ ２０３ １９６ １６３

都道府県 ４０１ ３３８ ２９２ ２６７

市区町村 １，１９８ １，１０４ ８５７ ８２５
子どもの体験活動 

小  計 １，８１３ １，６４５ １，３４５ １，２５５

全    国 １２ １１ １２ １１

都道府県 ４９ ４９ ４６ ４６

市区町村 ２９１ ２９０ ２４０ ２４０
子どもの読書活動 

小 計 ３５２ ３５０ ２９８ ２９７

総   計 ２，１６５ １，９９５ １，６４３ １，５５２
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　助成を受けて実施した活動の成果や効果を把握するため、次のことを行った。
①　平成１３年度助成活動団体に対する実態調査の際に、成果や効果について聞き取り調査を実施、
②　平成１３年度助成活動団体に対し助成金の交付による成果や効果に関するアンケート調査を実施、
③　平成１４年度助成金応募の計画調書に「期待される成果」及び、実績報告書に、「活動の自己評価」を
　設け対応している。
　また、平成１３年度に教材開発・普及活動への助成金を受けた２９団体に対し「子どもゆめ基金助成金交
付要綱第２４条」の規定に基づき状況の報告を求めるとともに、成果や課題についても把握に努めた。

①  助成金の交付に係る選考手続き等に関し、客観性及び透明性の確保を図るため、外部の有識者で構成す
　る「子どもゆめ基金審査委員会」を設け審査が行われた。

　審査は三段階で実施された。
　○審査委員会：審査基準等の決定。部会の審議結果に基づき、採択する活動及び助成金額を審議決定す
　　　　　　　　る。
　○部　　　会：専門委員会の審議結果に基づき、助成対象活動の採否及び助成金額を審議する。
　　　　　　　（＊各部会の構成員は、審査委員会委員及び専門委員会専門委員から選任された者）
　○専門委員会：専門的見地から、助成金交付計画調書を審査し、助成対象活動の評価・評定を行う。

②　平成１４年度助成金交付に係る審査状況
　　子どもゆめ基金審査委員会の開催回数は、３月から５月までの審査期間３ヶ月（各専門委員会専門委員
　による事前書面審査期間を除く。）で、審査委員会１回、部会３回、専門委員会８回の計１２回を行った
　。

③　審査状況等の公表
　　審査状況等を逐次当センターのホームページに掲載するとともに、助成団体名、活動名、助成金交付内
　定額をホームページへ掲載するほか、都道府県教育委員会にも資料提供を行った。

②助成金の交付に係る選考
手続きに関し、客観性及び
透明性の確保を図るための
体制等の整備状況 子どもゆめ基金審査委員会の審査体制 

 

理  事  長 

 

①諮問        ⑥答申 

                                               

 審 査 委 員 会 

（１５人） 

 

 

 

②付託 

      

⑤報告 

    

 

 

体験活動部会

（１０人） 

 

 

 

読書活動部

会 

（４人） 

 

 

 

教材開発・普

及活動部会

（４人） 

③付託 ④報告 

           

付託 報告 付託 報告 

      

自然体験

活動専門

委員会 

（５人） 

科学体験

活動専門

委員会 

（５人） 

社会奉仕 

・交流体 

験活動等 

専門委員 

会 

（５人） 

 読書活動

専門委員

会 

（５人） 

 教材開発・ 

普及活動専

門委員会 

（５人） 
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①　資金運用の実施状況
　　政府からの出資金（１００億円）及び民間からの出えん金として約１,０３５万円（平成１３・１４年度
　の累計額）の寄附を受け、その運用については、独立行政法人国立オリンピック記念青少年総合センター
　法第１２条第２項に基づき、安全性及びペイオフ対策並びに運用利率等の面から検討を行い、有利な条件
　で購入できるように証券会社による応募方式をとり、元本保証は当然として運用益の一番高かった地方債
　券を購入するなど資金の充実を図った。

②　出えん金の募集・広報活動状況
　　基金の拡充を図るため、民間企業等への「子どもゆめ基金」の趣旨及び募金依頼を次のとおり実施した
　。
　ア．上場企業、社会貢献を行っている企業、センター利用団体等に対して募金趣意書を送付（約１,０００
　　団体）するとともに、企業・団体の一部に対し直接に募金依頼を行った。
　イ．平成１５年度子どもゆめ基金助成活動募集の新聞広告に併せて基金への募金依頼広報を行った。
　ウ．ホームページや子どもゆめ基金ガイドに基金への募金依頼及び寄付者名を掲載した。
　エ．当センター及び独立行政法人国立青年の家・独立行政法人国立少年自然の家の各施設に募金箱を設置
    し、施設利用者からの募金を募った。

③資金の管理及び運用益の
拡充を図るための体制等の
整備状況
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Ａ Ｂ Ｃ

　子どもの体験活動や読書活動への取組の裾野を拡げるためには、子どもゆめ基金による助成金の交付を行
うとともに、助成金を受けた活動で先導的、特色的なものを広めていくこと、また、子どものニーズや社会
の変化に沿った事業を企画し、全国的な規模で子どもたちに体験活動や読書活動に参加できる機会を提供す
ることが重要なため、次のとおり普及啓発事業を実施した。

①　「子どもゆめ基金ガイド２００２」の作成配布
　　子どもゆめ基金の趣旨、概要、及び平成１３年度に助成を受けて実施された活動事例等を紹介したもの
　を作成、配付した。
②　子どもの心を育てる読書活動推進事業の実施
　　全国各地の読書活動実践事例等の紹介、及び中長期的視点に立った今後の読書推進活動を確認する事業
　。市民グループ、民間団体、企業、図書館、教育機関、行政関係者など５０７人の参加があった。
③　少年少女自然体験交流事業の実施
　　太平洋諸島の子どもたちとの相互交流を通じて、自然、科学技術、異文化体験など、自然のすばらしさ
　、共存することの大切さを学ぶ事業として、太平洋諸島の子ども４６人を招聘し、東日本、西日本地区の
　子どもたちと体験活動を行った。また、日本の子ども２３８人を派遣し、自然体験や各島の子どもたちと
　交流を行った。
④　全国ユースフォーラムの実施
　　高校生が主体となって意見交換や討論を行う機会を提供するとともに、その成果を普及し、社会啓発を
　図る事業として、高校生３９人の実行委員会で企画、全国の高校生２９０人が参加した。
⑤　日中韓子ども童話交流事業の実施
　　日本、中国、韓国の子どもたちが一堂に会し、各国の絵本・童話を通じて読書の楽しみを知ってもらう
　とともに、お互いの文化を理解する機会を提供し、子どもの体験活動や読書活動の重要性の普及啓発を図
　る事業として、小学生４年生から６年生の子ども９１人（日本４２人、中国２５人、韓国２４人）が参加
　した。
⑥　少年の主張全国大会の実施
　　中学生が、日常の考えや希望を発表し、同世代への意識啓発及び少年の意識に対する国民全体の理解を
　得る事業。主張者１３人、地方大会で約２万人、及び全国大会は約９００人の視聴参加があり、地方大会
　は約６９万人の応募があった。
⑦　障害者スポーツふれあい事業（パラリンピックキャラバン）の実施
　　障害者スポーツを正しく理解し、ノーマライゼーション社会に対応できる知識を身につけ、心豊かな思
　いやりのある青少年の健全育成に資する事業として、全国で１万人の参加があった。
⑧　教育情報衛星通信ネットワーク（エル・ネット）などのメディアを活用した普及啓発事業の実施
　　全国の図書館、公民館等へ子どもたちの体験活動、読書活動、科学の番組を提供した。

①　施設ボランティアの養成と資質の向上
　　センター施設ボランティアの養成を図るため「青少年教育施設ボランティアセミナー」を２回実施した
　。
　　また、今後のボランティア活動の充実に必要な専門的な知識・技術の向上を目的に「青少年教育施設ボ
　ランティア専門研修」を５回実施した。

②　施設ボランティアの活動は、事業の自主企画、会場の設営・片付け、参加者の受付・案内、研修会等の
　司会・進行・記録、参加者（子ども）の生活指導・引率など多岐にわたっている。
　　平成１４年度は１７主催事業のうち１３事業及び子ども放送局事業で延べ３３４名のボランティアが活
　動した。
　　活動後のアンケート調査の結果、ボランティア自身の満足度は自主企画事業である「ウィークエンド子
　どもスクエア」は平均９２％、それ以外の主催事業で平均９４％だった。担当したボランティアの自由記
　述には、「ちょっとしたきっかけで変化、成長する子どもの姿に感動した」、「日頃接することのできな
　い子どもの世話ができて楽しかった」などの記述があり、やりがいのある十分な活動内容や子どもたちに
　直接関わり成長に触れることがボランティアの活動意欲を高めている。また、主催事業の参加者アンケー
　トの自由記述では、「ボランティアがてきぱきと活動している」、ボランティアの応対が丁寧で気持ちよ
　く参加できた」などの意見が多く、ボランティアに対する評価は高かった。

　

中 期 計 画 の 各 項 目
評　価　項　目

指　　　　　標

６

②施設ボランティアの活動
機会の拡充状況

附帯業務の実施状況

※主催事業の実施状況に含む。

※附帯する事項であることから、主業務の各項目の
評定に含める。

※助成事業の実施状況に含む。

評　　　　　　　　　　　　定

留　　意　　事　　項
評　価　に　係　る　実　績

ＡＢＣ
評　定

・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

前各号の業務に附帯する事項
(1)子どもの体験活動等の重要性について
　 の普及・啓発
　①子どもの体験活動や読書活動の重要性
    に関する普及・啓発を行うための事業
　　及び子どもたちや関係者等が意見を発
　　表、交換する機会を提供する事業の実
　　施。
　②教育情報衛星通信ネットワーク（エル
　　・ネット）などのメディアを活用した
　　普及啓発事業等の実施。
(2)施設ボランティア
　①主催事業に参加するボランティアを計
　　画的に養成・登録し、資質向上の機会
　　を設ける。
　　ア．青少年教育施設ボランティアセミ
　　　　ナーの実施
　　イ．青少年教育施設ボランティア専門
　　　　研修の実施
　②事業の企画立案や事業運営へのボラン
　　ティアの参加を促進し、活動機会の拡
　　充及び主催事業の充実を図る。

①子どもの体験活動の重要
性についての普及・啓発活
動状況

評　価　基　準
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○財務内容の改善に関する事項 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ａ Ｂ Ｃ

110%以上 100%以上
110%未満

100%未
満 　　　　　　　　　　１１６．２％

（自己収入決算額÷自己収入予算額）
　780,654千円　÷　671,976千円　＝　1.162

　平成１４年度の自己収入の受入状況は、予算額671,976千円に対して、決算額は780,654千円であり、108,678千円
（16.2％）の増収となった。

　子どもゆめ基金の出えん金の申込み数は４９件、金額４，７４８千円

１

２

平成１４年度は該当なし。

平成１４年度は該当なし。

平成１４年度は該当なし。

　　

評　価　項　目

指　　　　　標
中 期 計 画 の 各 項 目

短期借入金の借入状況

　
　

Ａ ・自己収入においては、予算額に対して約１億９百万
円（16.2％）の増収を図っ
たことは評価できます。

・今後においても、更なる
自己収入の確保や、工夫を
こらした外部資金の確保に
努めていただきたい。

　
Ⅵ　剰余金の使途

(1)利用者サービスのための施設設備の整
　 備
(2)主催事業及び調査研究事業

剰余金の使用等の状況

計画の予定なし

Ⅳ　短期借入金の限度額

収入の確保等の状況

①自己収入の受入状況
★目標：１００％

　自己収入決算額÷自己収
入予算額

Ⅲ　予算、収支計画及び資金計画

(1)期間全体に係る予算
(2)期間全体に係る収支計画
(3)期間全体に係る資金計画

・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

重要財産の処分等状況 ・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

Ⅴ　重要な財産を譲渡し、又は担保に供す
　る計画

短期借入金の限度額
７億円
想定される理由
運営費交付金の受け入れの遅延及び事故の
発生等により緊急に必要となる対策費とし
て借入することも想定される。

・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

　

②外部資金の受入れ状況

評　価　に　係　る　実　績
ＡＢＣ
評　定

評　　　　　　　　　　　　定

留　　意　　事　　項

評　価　基　準
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○その他業務運営に関する重要事項

Ａ Ｂ Ｃ
ＡＢＣ
評　定

評　　　　　　　　　　　　定

指　　　　　標
評　価　に　係　る　実　績

留　　意　　事　　項

Ａ
・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

施設・設備の整備状況

　長期的な施設整備として、宿泊Ｂ棟の外壁塗装整備等を施設整備費補助金で実施したほか、利用者へのア
ンケート調査の結果を踏まえながら、必要な施設・設備の修繕、調整等を行うとともに、宿泊室の一部を身
体障害者がより利用しやすいよう改修等を行った。
　なお、施設･設備の保守・管理については、定期及び随時の点検を実施し、施設の維持保全のため必要な改
修等を行うとともに、法定資格者による保守･運転を確実に実施している。
　施設整備の主な実施状況は次のとおりである。

　
　

①長期的視野に立った施設
設備の保守・管理状況

②防災、研修の充実、快適
な食・住環境等の確保の観
点に立った施設設備の整備
状況

・受動喫煙防止対策を進め
たことや、身体障害者等が
利用しやすい施設づくりに
積極的に取り組んだ姿勢は
評価できます。

・引き続き快適な環境の確
保や自然環境に配慮した施
設・設備の整備に努めてい
ただきたい。

③高齢者及び身体障害者等
の円滑な施設・サービスの
利用に配慮した施設の整備
状況

中 期 計 画 の 各 項 目

施設・設備に関する事項
(1)長期的視野に立った施設整備の保守・
管理を行うとともに、防災、研修の充実、
快適な食・住環境の確保の観点から、必要
な施設設備の改修等を計画的に進める。
(2)「高齢者及び身体障害者等が円滑に利
用できる特定建築物の建築の促進に関する
法律」の基準に従い、身体障害者等が円滑
に施設及びサービスを利用できるよう、計
画的な施設整備を進める。
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Ⅶ　その他文部科学省令で定める業務運営
　に関する事項

評　価　基　準評　価　項　目

〔施設整備費補助金〕  計 ５６，０３６千円 

区   分 項      目 

【宿泊施設】 

○宿泊Ｂ棟 

 

 

○宿泊Ｃ棟 

 

・外壁塗装整備、身体障害者対応宿泊室及び便所設置その他工事 

（外壁の洗浄塗装、宿泊室等抗菌塗装、廊下床模様替え、身体障害者対応宿泊

室改修及び便所の設置、その他損傷部分の改修整備）（※） 

・身体障害者対応宿泊室改修 

 

〔その他の整備〕  計 ９７，６０８千円 

区   分 項      目 

【研修施設】  

○センター棟 

 

 

○スポーツ棟 

○カルチャー棟 

 

・エル･ネット用衛星通信設備修理 

・研修サービス課事務室改修 

・洗浄便座取設工事（便所にシャワー付便座の取付） 

・１・２・３体育室木工壁補強 

・リハーサル室ＴＶ共聴設備改修工事（設備の改善及び整備） 

・ガラス面断熱フィルム貼付工事（室内温度差の改善及び冷暖房負荷軽減） 

【宿泊施設】 

○宿泊Ｄ棟 

 

・３階６階倉庫改修工事等（喫煙コーナーの設置）（※） 

【環境整備】 ・構内樹木等環境整備（植栽等の剪定・環境整備） 

【身体障害者対応】 

○センター棟 

 

･点字表示取付（階段手摺にビニールシート式点字表示取付） 

【利用環境整備】 ・構内外のサイン整備 

・地下駐車場管制機器設備改修工事（地下駐車場料金の精算時における高額紙幣

への対応） 

・Ｂ棟浴室塩素濃度計設置（レジオネラ属菌に対応するため浴槽の残留塩素濃度を

自動調節する機器の導入） 

【その他】 ・第４・５体育室照明設備改修（省エネかつ瞬時点灯型の無電極放電灯取付） 

・鍵管理システム改修（鍵システムの安定性向上のためサーバー、端末の更新及び

カードリーダー取付） 

注：（※）の整備については、８ページ「利用団体が目的を達成するための支援等の状況」 

の再掲である。 
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２ ①　職員研修
  　職員研修実施要綱に基づき、職員の専門的能力の向上及びセンターでの職務に関する知識の向上や新た
　な知識を習得させるため、平成１４年度職員研修実施計画を策定し、計画的かつ多様な職員研修を実施し
　た。特に、独立行政法人として、民間の専門家による職員の意識改革を図るための研修、利用者サービス
　向上のための接遇研修、企業会計に関する会計研修等の内部研修の充実を図るとともに、外部の専門的な
　研修事業や外国語能力の向上を図るための英会話学校での研修にも積極的に職員を参加させ、職員の資質
　向上、能力向上に努めた。
　　なお、主な職員研修の実施状況は、次のとおりである。
　　ア．センター内部で実施した研修（１１件）
　　　　　新任（転任）職員研修
　　　　　対応能力向上研修　など
　　イ．外部機関の講習会等に参加した研修（２４件）
　　　　　社会教育主事講習
　　　　　日独青少年指導者セミナー
　　　　　日豪青少年指導者セミナー
　　　　　日仏青少年指導者セミナー　など

②　人事交流
　　人材の養成、組織の活性化を図る観点から、業務の専門化、国際化などに対応できるよう、国立大学、
　北海道、千葉県及び民間など１１機関から１８名の新たな人材を任用した。特に、青少年教育に係る指導
　系職員である研修指導専門職については、道・県教育委員会から任用するとともに、国際事業に関する分
　野の経験が豊富な人材として、民間団体からも任用を行い、多様な人材を確保し、指導系職員の充実・強
　化を図った。
　　また、若手の職員を中心に、他機関での職務を経験することにより幅広い視野と識見を身につけさせ、
　その経験をセンターでの職務に還元させるために、国立大学へ出向させる人事交流も併せて行っている。
　　なお、平成１４年度末における他機関からの任用者の状況は次のとおりである。

③　人員配置の見直し
　　業務内容、業務量の変化に応じた適正な人員、業務の円滑かつ効率的な運営を行うため、人員の配置を
　見直した。
　　総務課１０名を１１名に増、会計課１４名を１３名に減、研修サービス課１０名を１１名に増、管理課
　６名を５名に減とした。

④　平成１４年度末の常勤職員数は６３名となっている。

人事管理の状況 ・法人による内部評価の結
果を踏まえつつ、各委員の
協議により、評定を決定す
る。

Ａ ・民間から人事交流を行ったことや職員の意識改革の
ための職員研修などに努め
たことは評価できます。

・今後においても、ナショ
ナルセンターとして専門性
を有するプロパー職員の養
成・確保について取り組む
ことを期待します。

人事に関する計画
(1)方針
　①職員の専門的な能力の向上を図るため
　　、実践的研修や専門的研修事業の活用
　　を図る。
　②関係機関、民間団体との間で、広く計
　　画的な人事交流を行い、多様な人材を
　　確保する。
　③業務量及び職員の能力に応じて、人員
　　配置を定期的に見直す。
(2)人員に関する指標
　 常勤職員について、その職員数の抑制
 を図る。

ア．平成１４年度末における他機関からの     イ．他機関からの人事交流による任用状況 

任用の状況 

区   分 任用状況  区   分 平成１４年度 

国の機関     ３５名 国の機関 １５名

地方公共団体  ３名 地方公共団体 ２名

青少年団体等 ３名 青少年団体等 １名

（独立行政法人） （   １名） （独立行政法人） （  ０名）

（民間団体） （   １名） （民間団体） （  １名）

（その他） （   １名） （その他） （  ０名）

計 ４１名 計 １８名

 

ウ．他機関への人事交流による出向状況 

区   分 出向状況 

国の機関（国立学校） ３名 
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